
様式１－１



競 争 参 加 資 格 確 認 申 請 書



令和　　年	月	日

支出負担行為担当官
近畿中国森林管理局長	殿

住所
商号又は名称
代表者氏名


令和	　年	　月	日付けで入札公告のありました○○○○業務に係る競争に参加する資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条及び第71条の規定に該当する者でないこと、入札公告の２(4)、(10)及び(12)の条件を満たしていること及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。


記

１　入札公告の２(5)に定める同種業務の実績を記載した書面（様式２及び添付資料）

２　入札公告の２(8)に定める配置予定の技術者の状況等を記載した書面
（様式３及び添付資料）

３　入札公告の２(3)に定める森林土木部門の登録を受けていることが確認できる資料

４　入札公告の２(11)に定める本店、支店又は営業所の所在が確認できる資料






○／○


様式１－２

添付書類一覧
	様式名称
	添付書類
	提出確認
	（省略する場合）

	
様式２
	同種業務の契約書（写）
	提出 ／ 省略
	【記載例】○○年度○○地区○○業務（○月○日公告）において提出済み。（内容に異同はない。）

	
	同種業務に従事したことが確認できる書類（写）
	提出 ／ 省略
	　

	
	業務成績評定通知書（写）
	提出 ／ 省略
	　

	
様式３
	同種業務の契約書（写）
	提出 ／ 省略
	　

	
	同種業務に従事したことが確認できる書類（写）
	提出 ／ 省略
	　

	
	同種業務に従事したことが確認できる書類（写）技術者として従事したことが確認できる届出書（写）
	提出 ／ 省略
	　

	
	業務成績評定通知書（写）
	提出 ／ 省略
	　

	（注１）
別紙様式２及び３の添付書類について、内容に異同がない場合に限り、当該年度において初参加の入札へ提出した当該資料をもって、提出を省略することができることとする。この場合は、提出確認欄において「省略」を丸囲みの上、当該資料を提出した入札の情報を記載すること。
　なお、当該年度において、初参加の入札の場合は、提出確認欄において「提出」を丸囲みの上、添付書類を提出すること。

（注２）
入札公告において明示した資格又は実績（以下「資格等」という。）を業務実績情報システム(TECRIS)の登録が完了している業務により確認できる場合は、別紙様式２及び３のTECRIS 登録の有無欄TECRIS 登録番号を記載することにより、契約書の写しや当該業務に従事したことが確認できる資料の添付を省略できるものとする。
　ただし、資格等をTECRIS で確認できない場合は、入札公告において明示した資格等が確認できる資料の写しを添付すること。

	

	

	

	

	

	

	

	

	




様式２


同 種 業 務 の 実 績




会社名：


	項目・番号
	
	

	

業務名等
	業　務　名
	
	

	
	発注機関名
	
	

	
	業務場所
	（府県名・市町村名）
	

	
	契約金額
	
	

	
	履行期間
	年月日～年月日
	

	
	TECRIS登録の有無
	有（TECRIS登録番号）・無
	

	


同種業務の内容等
	

業務の内容
	
	

	
	
業務の履行条件ほか
	
	

	
	過去３年間(令和５年度・令和６年度・令和７年度）の近畿中国森林管理局長が発注した同種業務の受注実績の業務成績評定の平均点(60点未満を含む。）


点	　／	該当無し



（備考）
１）同種業務の実績については、平成23年４月１日から令和８年３月31日までの間に元請けとして、完成、引渡しを完了した同種業務の中から、代表的なものを１件記載する。業務の種別については、森林整備保全事業調査、測量、設計及び計画業務標準仕様書を参照すること。
ただし、同種業務の要件が複数（例：「治山事業における渓間工及び山腹工の測量設計業務外」及び「林道事業における○○測量設計業務」）の場合は、要件毎にそれぞれ1件、実績を記載すること（一方の要件に係る実績のみ記載の場合は同種業務の実績等と見なさないので注意すること。ただし、同一業務で複数の要件を満たす場合は、その業務１件でよい。）。
同種業務実績においては、①業務実績として記載した業務に係る契約書の写し（業務名、発注機関、業務場所、契約金額、履行期間、受注者名、社印を有する部分）、②同種業務が確認できる書類の写し（仕様書、業務数量内訳書等で業務内容、数量が確認できる部分）を添付すること。ただし、当該業務が（一財）日本建設情報総合センターの「測量調査設計業務実績情報サービス（TECRIS）」に登録されており、その内容が①、②を確認できる場合は、業務カルテの写し（①、②が確認できる部分）を同種業務実績の証明とすることができる。

２）TECRIS 登録を「有」とした場合は、TECRIS 登録番号を記載することで、契約書の写しや当該業務に従事したことを確認できる資料の添付を省略できるものとする。ただし、入札公告において明示した内容をTECRIS で確認できない場合及びTECRIS 登録を「無」とした場合は、この限りではない。

３）森林管理局長等が発注した同種業務であって、業務成績評定通知書がある場合は写しを添付すること。ただし、業務成績評定点が60点以上のものに限る。

○／○



様式３

配置予定の技術者の状況

会社名：○○○〇
	項目・名称
	管理技術者
	照査技術者

	氏名
	
	

	最終学歴
	学校名　　　　　　学科名　　　　　○○年卒業
	学校名　　　　　　学科名　　　　　○○年卒業

	実務経験年数
	
	

	法令による資格等
	
	

	
同種業務の経験の概要
	業  務  名
	
	

	
	発 注 機 関
	
	

	
	業 務 場 所
	
	

	
	契 約 金 額
	
	

	
	履 行 期 間
	
	

	
	従 事 役 職
	管理技術者又は照査技術者、担当技術者を記載する
	

	
	業 務 内 容
	
	

	
	業 務 成 績
	
	

	
	TECRIS 登録の有無
	有（TECRIS 登録番号）・無
	


配置予定技術者として複数の候補技術者を記載できる。
同種業務の経験の概要については、平成23年４月１日から令和８年３月31日までの間で、完成・引渡しが完了した同種業務の中から、配置予定技術者が管理技術者又は照査技術者、担当技術者として従事した代表的なものを１件記載する。業務の種別については、森林整備保全事業調査、測量、設計及び計画業務標準仕様書を参照すること。なお、複数の同種業務の経験（例：「治山事業における渓間工及び山腹工の測量設計業務外」及び「林道事業における○○測量設計業務」）を必要とする場合は、要件毎にそれぞれ１件、経験を記載すること（一方の要件に係る経験のみ記載の場合は同種業務の経験等と見なさないので注意すること。ただし、同一業務で複数の要件を満たす場合は、その業務１件でよい。）。配置予定技術者の同種業務経験については、①業務経験として記載した業務に係る契約書の写し（業務名、発注機関、業務場所、契約金額、履行期間、受注者名、社印を有する部分）、②同種業務が確認できる書類の写し（仕様書、業務数量内訳書等で業務内容、数量が確認できる部分）、③管理技術者又は照査技術者として従事したことが確認できる書類の写し（業務計画書等で従事経験が確認できる部分）を添付すること。なお、当該業務が（一財）日本建設情報総合センターの「測量調査設計業務実績情報サービス（TECRIS）」に登録されており、その内容が①、②、③を確認できる場合は、業務カルテの写し（①、②、③が確認できる部分）を同種業務経験の証明とすることができる。TECRIS 登録を「有」とした場合は、TECRIS 登録番号を記載することで、契約書の写しや当該業務に従事したことを確認できる資料及び当該業務に技術者として従事したことが確認できる届出書の添付を省略できるものとする。ただし、入札公告において明示した内容をTECRIS で確認できない場合及びTECRIS 登録を「無」とした場合は、この限りではない。森林管理局長等が発注した同種業務であって、業務成績評定通知書がある場合は写しを添付すること。ただし、業務成績評定点が60点以上のものに限る。配置予定技術者が有する資格(技術士、林業技士、ＲＣＣＭ）について確認できる資料（登録証の写しなど）を添付すること。
○／○

様式４－１

令和○○年○○月○○日

支出負担行為担当官
近畿中国森林管理局長 殿

住 所
商号又は名称
代表者


技術提案書の提出について

令和	 年  月	 日付で入札公告のありました○○○○業務を受注したいので、下記の技術提案書関係資料を提出いたします。

なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条及び第71条の規定に該当する者でないこと及び技術提案書の内容が事実と相違ないことを誓約します。

記

１ 業務実施体制 （様式５）
２ 予定管理技術者の経験及び能力（資格者証等の添付書類を含む。）（様式６）
３ 企業の実績、能力及び信頼性、事前公募に基づく災害復旧調査業務委託対象者
（様式７－１）
過去10年間の優良業務表彰又は調査等業務（大規模災害）の受注実績（様式７－２）
４ ワーク・ライフ・バランス等の推進の取組（様式８）
５　従業員への賃金引上げ計画の表明書（様式９）
６　業務の実施方針（様式11）
７ 技術提案（様式12）


　　


担当者名： 
役職：
電話番号：
メールアドレス：








［○／○］


	添付書類一覧

	様式名称
	添付書類
	提出確認
	（省略する場合）

	
様式６
	保有する資格を確認できる書類（写）
	提出 ／ 省略
	 【記載例】○○年度○○地区○○業務（○月○日公告）において提出済み。（内容に異同はない。）

	
	同種業務の契約書（写）
	提出 ／ 省略
	　

	
	同種業務に従事したことが確認できる書類（写）
	提出 ／ 省略
	　

	
	業務成績評定通知書（写）
	提出 ／ 省略
	　

	
	継続教育の取得単位を証明する書類（写）
	提出 ／ 省略
	　

	様式７－１
	業務成績評定通知書（写）
	提出 ／ 省略
	　

	
	事前公募に基づく「災害復旧調査業務委託対象者」の選定結果通知書等や災害復旧調査業務の受注実績に関わる証明書等（写）
	
提出 ／ 省略
	（注）選定結果通知書に記載の対象災害が、治山関連の業務の場合は、「林地荒廃、治山施設に係る災害」林道関連の場合は、「林道施設に係る災害」であること。

	様式７－２
	優良業務表彰の書類（賞状、感謝状等）（写）
	提出 ／ 省略
	　

	様式８
	ワーク・ライフ・バランス等の取組が確認できる書類（写）
	提出 ／ 省略
	　

	（注１）様式６、様式７－１及び７－２、様式８の添付書類について、内容に異同がない場合に限り、当該年度において初参加の入札へ提出した当該資料をもって、提出を省略することができることとする。この場合は、提出確認欄において「省略」を丸囲みの上、当該資料を提出した入札の情報を記載すること。なお、当該年度において、初参加の入札の場合は、提出確認欄において「提出」を丸囲みの上、添付書類を提出すること。

（注２）入札公告において明示した資格又は実績（以下「資格等」という。）を業務実績情報システム(TECRIS)の登録が完了している業務により確認できる場合は、様式６のTECRIS 登録の有無欄にTECRIS 登録番号を記載することにより、契約書の写しや当該業務に従事したことが確認できる資料の添付を省略できるものとする。
ただし、資格等をTECRIS で確認できない場合は、入札公告において明示した資格等が確認できる資料の写しを添付すること。


	

	

	

	

	

	

	

	

	


様式４－２



様式５

業  務  実  施  体   制

会社名：○○○（株）
	
	予定技術者名
	所属・役職
	資	格
	担当業務の内容

	
管理技術者
	ふ り が な
○  ○  ○ ○
	
	
	

	
照査技術者
	ふ  り  が な
○  ○  ○ ○
	
	
	

	






担当技術者
	ふ  り  が な
○  ○  ○ ○
	
	
	

	
	ふ  り  が な
○  ○  ○ ○
	
	
	

	
	ふ  り  が な
○  ○  ○ ○
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	




注 １ 予定技術者名には「ふりがな」を付すること。
２ 資格は、その種類、部門（選択科目）を記載すること。
３ 本表に係る予定技術者の資格証写しの添付は不要である。













[○／○]

様式６
予定管理技術者の経歴及び能力
会社名：○○○○
	氏名
	
	生年月日
	

	所属・役職
	

	保有する技術者資格（資格の種類、部門（選択科目、登録番号、取得年月日）

	

	過去15年間の同種業務における技術者としての従事実績

	従事技術者の別
	管理技術者
	管理技術者
	管理技術者
	照査技術者
	担当技術者

	業務名
	
	
	
	
	

	発注機関名
	
	
	
	
	

	履行場所
	
	
	
	
	

	履行期間
	
	
	
	
	

	契約金額
	
	
	
	
	

	業務概要
	
	
	
	
	

	業務成績評定点
	
	
	
	
	

	管理技術者成績評定点
	
	
	
	
	

	照査技術者成績評定点
	
	
	
	
	

	TECRIS登録の有無
	有(TECRIS登録番号)・無
	有(TECRIS登録番号)・
無
	有(TECRIS登録番号)・
無
	有(TECRIS登録番号)・
無
	有(TECRIS登録番号)・
無

	継続教育に対する取組状況

	森林分野の取得単位：○○CPDポイント
	森林分野以外の取得単位：○○CPDポイント

	手持ち業務の状況（○○年○○月○○日現在）

	業務名
	発注機関
	履行場所
	履行期間
	契約金額

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	計
	件
	円


１）配置予定技術者として複数の候補技術者を記載できる。
２）同種業務の経験の概要については、平成23年４月１日から令和８年３月31日までの間で、完成・引渡しが完了した同種業務において、予定管理技術者が管理技術者として従事した業務の実績（契約金額が１百万円以上のものに限る）を最大３件記載する。なお、同種業務に従事した実績はあるが管理技術者として従事した実績がない場合は、照査技術者、担当技術者として従事した実績を記載する。業務の種別については、森林整備保全事業調査、測量、設計及び計画業務標準仕様書を参照すること。なお、複数の同種業務の経験（例：「地すべり機構調査」及び「○○治山測量設計業務」）を必要とする場合は、要件毎にそれぞれ1件、経験を記載すること（一方の要件に係る経験のみ記載の場合は同種業務の経験等と見なさないので注意すること。ただし、同一業務で複数の要件を満たす場合は、その業務１件でよい。）。配置予定技術者の同種業務経験については、①業務経験として記載した業務に係る契約書の写し（業務名、発注機関、業務場所、契約金額、履行期間、受注者名、社印を有する部分）、②同種業務が確認できる書類の写し（仕様書、業務数量内訳書等で業務内容、数量が確認できる部分）、③管理技術者又は照査技術者、担当技術者として従事したことが確認できる書類の写し（業務計画書等で従事経験が確認できる部分）を添付すること。なお、当該業務が（一財）日本建設情報総合センターの「測量調査設計業務実績情報サービス（ＴＥＣＲＩＳ）」に登録されており、その内容が①、②、③を確認できる場合は、業務カルテの写し（①、②、③が確認できる部分）を同種業務経験の証明とすることができる。
３）ＴＥＣＲＩＳ登録を「有」とした場合は、ＴＥＣＲＩＳ登録番号を記載することで、契約書の写しや当該業務に従事したことを確認できる資料の添付を省略できるものとする。ただし、上記２）で明示した内容をＴＥＣＲＩＳで確認できない場合及びＴＥＣＲＩＳ登録を「無」とした場合は、この限りではない。
４）森林管理局長等が発注した同種業務であって、業務成績評定通知書がある場合は写しを添付すること。ただし、業務成績評定点が６０点以上のものに限る。
５）配置予定技術者が有する資格(技術士、林業技士、ＲＣＣＭ）について確認できる資料（登録証の写しなど）を添付すること。
６）継続教育に対する取組状況について。令和５年４月１日から令和８年月31日における予定管理技術者の取得単位を証明する資料の写しを添付すること。

○／○





様式７－１

企業の実績、能力及び信頼性、事前公募に基づく災害復旧調査業務委託対象者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇〇株式会社
	1 過去３年間の近畿中国森林管理局長が発注した同種業務の受注実績　　（すべて記載すること）

	
業務名
	
	
	
	

	
発注機関
	
	
	
	

	
履行場所
	
	
	
	

	
履行期間
	
	
	
	

	
契約金額
	
	
	
	

	
業務概要
	
	
	
	

	業務成績評定点
	
	
	
	

	
低入札価格
調査基準価格又は品質確保基準価格を下回る入札の該当
	

有 ・ 無
	

有 ・ 無
	

有 ・ 無
	

有 ・ 無

	

事前公募に基づく「災害復旧調査業務委託対象者」の選定対象者に該当及び受注実績等（過去２年間）
	
近畿中国森林管理局に置いて事前公募に基づく「災害復旧調査業務委託対象者」
（対象災害が、治山関連の業務の場合は、「林地荒廃、治山施設に係る災害」
林道関連の業務の場合は、「林道施設に係る災害」）の選定の有無　　　　　有　・　無
　　
近畿中国森林管理局長と事前公募に基づき締結した災害復旧調査業務の受注
実績の有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有　・　無

他の森林管理局長等と事前公募に基づき締結した災害復旧調査業務（災害協定等
に基づく調査業務を含む。）の受注実績の有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有　・　無



2 過去2年間の指名停止措置

近畿中国森林管理局長による指名停止措置	有	・	無
（有の場合）	指名停止措置の理由：
指名停止期間：〇〇年〇〇月〇〇日～〇〇年〇〇月〇〇日



様式７－２

過去10年間における優良業務表彰又は調査等業務（大規模災害）の受注実績


林野庁長官、森林技術総合研究所、森林管理局長、森林管理署長、森林管理支署長、森林管理事務所長、治山センター所長及び総合治山事業所長のいずれかが発注した業務の○○年度以降における表彰実績

有 ・ 無


	（有の場合）	表彰年度
	大臣賞
	業務名

	○○年度
	長官賞
	業務名

	
	局長賞
	業務名




森林管理局長が認定する調査当業務（大規模災害）の受注実績　　　有　・　無

（有の場合）　　受注年度　　　業務名
　　　　　　　　
〇〇年度　　　○○〇測量調査設計業務




注１ 
過去10年間における優良業務表彰の実績
前年度から起算して過去10年間に優良業務表彰の実績がある場合は、その実績を確認できる書類（賞状、感謝状等）の写しを添付すること。

注２
過去２年間における調査等業務（大規模災害）受注実績
前年度から起算して過去２年間に調査等業務（大規模災害）の受注実績がある場合は、その実績を確認できる書類（契約書の写し（業務名、発注機関、業務場所、契約金額、履行期間、受注者名、社印を有する部分）又は（一財）日本建設情報総合センターの「測量調査設計業務実績情報サービス（TECRIS）」に登録された業務カルテの写し）を添付すること。



○／○


様式８

ワーク・ライフ・バランス等の推進の取組

１ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等

○「えるぼし認定」を取得している。	　　　　　　　　【該当・該当しない】

○「プラチナえるぼし認定」を取得している。　　	【該当・該当しない】

○「一般事業主行動計画」を策定・届出している。	【該当・該当しない】

２ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定

○「くるみん認定」を取得している。　　　	　　　　【該当・該当しない】

○「トライくるみん認定」を取得している。　　　　　　【該当・該当しない】

○「プラチナくるみん認定」を取得している。	　　　　【該当・該当しない】

３ 青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定

○「ユースエール認定」を取得している。	　　　　【該当・該当しない】



注１．１～３について、該当又は該当しないものに○を付けること。

注２． 該当を選択した場合、それぞれ、該当することを証明する書類（認定通知書の写し、一般事業主行動計画策定・変更届の写し）を添付すること。

注３．一般事業主行動計画については、当該計画（計画期間が満了していないものに限る）の策定・変更届出をしており、かつ、常時雇用する労働者が300人以下であること。







○／○



様式９


従業員への賃金引上げ計画の表明書


【大企業用】
当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）
（又は○年）（令和○年１月１日から令和○年 12 月 31 日））において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増加率３％以上とする
ことを表明いたします。
従業員と合意したことを表明します。　　　※状況に応じ何れかを選択



【中小企業等用】
当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）
（又は○年（令和○年１月１日から令和○年 12 月 31 日））において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率 1.5％以上とする
ことを表明いたします。
従業員と合意したことを表明します。　　　※状況に応じ何れかを選択



【以下は、大企業、中小企業等共通】 



令和	年	月	日

株式会社○○○○

（住所を記載）

代表者氏名	○○	○○



上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。


令和	年	月	日

　　株式会社○○○○
　　　従業員代表　　　　　　　氏名	○○	○○　　印
　　　給与又は経理担当者　　　氏名	○○	○○　　印




様式９（裏）

（留意事項）
１　この「従業員への賃金引上げ計画の表明書」は大企業と中小企業等で記載内容が異なります。
貴社がどちらに該当するかは、以下により判断いただき、いずれかの記載をしてください。

大企業：中小企業等以外の者をいう。
中小企業等：法人税法第 66 条第２項又は第３項に該当する者をいう。ただし、同条第５項に該当する者は除く。

２　事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況説明書」を決算日（本表明書に記載の事業年度の末日）の翌日から起算して３ヶ月以内に契約担当官等に提出してください。
ただし、法人税法（昭和40 年法律第34号）第75条の２の規定により申告書の提出期限の延長がなされた場合には、契約担当官等への提出期限を同条の規定により延長された期限と同じ期限に延長するものとします。
なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出してください。

３　暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」を翌年の３月末までに契約担当官等に提出してください。

４　上記２若しくは３の提出書類を確認し、表明書に記載した賃上げを実行していない場合、本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記２若しくは３の確認書類を期限までに提出しない場合においては、当該事実が判明した以降の総合評価落札方式による入札に参加する場合、加算点又は技術点を減点するものとします。

５　上記４による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の時期により減点措置開始時期が異なるため、減点措置開始時に当該事由を確認した契約担当官等から適宜の方法で通知します。

様式10	【大企業用】 
 
従業員への賃金引上げ実績整理表 
 
１	賃上げ実績 
 
	前年(度)の給与
等平均受給額
① 
	当年(度)の給与
等平均受給額
② 
	賃上げ率 
（②／①－１）
×100 
	賃上げ基準 
	達成状況 

	 
 
	 
	％ 
	％ 
	達成／未達成 


 
２	使用した書類 
 
	□ 
	
法人事業概況説明書 

	【算出方法】　　　　　「「10主要科目」の（労務費＋役員報酬＋従業員給料）」÷「「４
期末従業員等の状況」の計欄」で算出した金額を前年度と比較する




	□ 
	
給与所得の源泉徴収票等の法定調書の合計表 

	【算出方法】「「１給与所得の源泉徴収票合計表」の「支払金額」」÷ 
「人員」で算出した金額を前年と比較する 


 
（注）使用した書類の左欄の□に「✓」を付してください。 
 
 
年	月	日 株式会社〇〇〇〇 
（住所を記載） 
代表者氏名	〇〇	〇〇 


（留意事項） 
前年(度)分と当年(度)分の「法人事業概況説明書」又は「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」の写しを添付してください。 


 

様式10－１	【中小企業等用】 
 
従業員への賃金引上げ実績整理表 
 
１	賃上げ実績 
 
	前年(度)の給与
総額	① 
	当年(度)の給与
総額	② 
	賃上げ率 
（②／①－１）
×100 
	賃上げ基準 
	達成状況 

	 
 
	 
	％ 
	％ 
	達成／未達成 


 
２	使用した書類 
 
	□ 
	
法人事業概況説明書 

	【算出方法】　　　　　「「10主要科目」の（労務費＋役員報酬＋従業員給料）」で算出した給与総額を前年度と比較する
 



	□ 
	
給与所得の源泉徴収票等の法定調書の合計表 

	【算出方法】「「１給与所得の源泉徴収票合計表」の「支払金額」」
で算出した給与総額を前年と比較する 


 
（注）使用した書類の左欄の□に「✓」を付してください。 
 
 
年	月	日 株式会社〇〇〇〇 
（住所を記載） 
代表者氏名	〇〇	〇〇 


（留意事項） 
前年(度)分と当年(度)分の「法人事業概況説明書」又は「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」の写しを添付してください。





（別紙様式）

賃金引上げ計画の達成について

私は、〇〇株式会社が、令和○年度（令和○年○月○日から令和○ 年○月○日までの〇〇株式会社の事業年度）（又は○年）において、令和〇年〇月〇日付け「従業員への賃金引上げ計画の表明書」と同等の賃上げを実施したことを別添書類によって確認いたしました。

（同等の賃上げ実績と認めた評価の内容）
（記載例１） 評価対象事業年度においては、〇人の従業員が退職する一方、〇人の新卒採用者を雇用することになり、給与支給総額が〇％増加にとどまったものの、継続雇用している〇人の給与支給総額は〇％増加していたため、表明書と同等の賃上げを実行したものと認めました。

（記載例２） 評価対象の前事業年度は災害時の応急対策に従事すること等による超過勤務手当が多く発生した（対前年度〇％増加）が、評価対象年度においてはその対応がなかったため、超過勤務手当は〇％減と大きく減少した。これらの要因により、給与支給総額は○％の増加にとどまったものの、基本給総額は〇％増加していたため、表明書と同等の賃上げを実行したものと認めました。

令和	年	月	日
（住所を記載）
（税理士又は公認会計士等を記載）	氏名	○○	○○


（添付書類）
・〇〇〇
・〇〇〇


様式11




業 務 の 実 施 方 針






会社名：○○○（株）



１ 実施方針	　　　　　　　　　　　　　　　　２ 実施手順
（業務フロー図等）



(注)業務目的、内容、調査地域の特徴、保安林における制限等を踏まえて簡素に記載する。

(注)本業務を実施する際の流れを簡素に記載する。


３ 工程計画
	
検討項目・工程
	業	務	工	程
	備考

	
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	

	１ 準備計画
	
	
	
	
	
	
	

	２ 現地調査
	
	
	
	
	
	
	

	３ ○○の検討
	
	
	
	
	
	
	

	４ ○○の検討
	
	
	
	
	
	
	

	５ ○○計画書作成
	
	
	
	
	
	
	

	６ 照査
	
	
	
	
	
	
	

	７ 報告書作成
	
	
	
	
	
	
	

	８ 業務打合
	
	
	
	
	
	
	


(注) 
１ 検討項目は、業務の内容等に応じて適宜選定する。
２ 各検討項目の主たる担当技術者名を業務工程又は備考欄に記載する。
３ 業務工程は、例えば「９月」、「10月」等月毎で記載する。


［○／○］

様式12


技　術　提　案　書

会社名　　　　　　　　　
① 総合的なコストに関する事項












② 工事目的物の性能・機能又は調査精度に関する事項
（工事目的物の性能、機能、調査精度）










③ 社会的要請に関する事項
（環境の維持、施工への配慮、特別な安全対策、省資源、リサイクル対策）

（注）
１ 具体的な技術提案については、評価の着目点を留意し記載すること。
２ １の技術提案は、具体的かつ簡素に記載することとし、Ａ４版２枚以内（写真等含む。）にまとめること。
なお、別紙又は資料の添付は認めないが、提案内容に応じ不可欠な場合は、事前に発注者の了解を得た場合に限り可とする。

○／○

様式13


支出負担行為担当官	局 長 様


品  質  証  明  書


１ 業務の名称


２  開  札  日	令和	年	月	日


上記業務の実施にあたり、成果品の品質確保を図り、責任を持って履行いたします。

また、当該業務の不履行により、発注者に損害を与えた場合は、当社の責任において損害を補填いたします。

なお、損害補填の期間は契約締結日の翌日から当該業務に係る工事が完了するまでといたします。





令和　　年　　月　　日


住　　　所
商号及び名称　　○○株式会社
代表者氏名　　　（直筆署名）




